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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第62期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第63期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第62期

会計期間 

自平成20年
４月１日 

至平成20年 
６月30日 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
６月30日 

自平成20年
４月１日 

至平成21年 
３月31日 

売上高（千円）  9,660,411  9,737,262  44,879,477

経常利益（千円）  256,128  212,125  1,989,313

四半期（当期）純利益（千円）  124,683  98,425  1,076,331

純資産額（千円）  19,024,189  19,187,211  19,029,432

総資産額（千円）  26,713,458  26,661,953  27,616,579

１株当たり純資産額（円）  849.67  859.32  853.81

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 5.72  4.51  49.32

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 5.71  4.51  49.28

自己資本比率（％）  69.4  70.4  67.5

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △636,741  45,163  1,548,541

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △39,762  228,601  △603,571

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △241,066  △239,093  △530,008

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
 4,232,759  5,569,122  5,520,468

従業員数（人）  624  621  619
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  当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

 当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除いております。）であり、臨時雇用者数

（パートタイマー、嘱託を含んでおります。）は、（ ）内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で

記載しております。 

なお、在外連結子会社の従業員数につきましては、当該会社の第１四半期決算日現在の人数を記載しておりま

す。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除いております。）であり、臨時雇用者数（パートタイマ

ー、嘱託を含んでおります。）は、（ ）内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載しております。

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成21年６月30日現在

従業員数（人） 621  (149)

  平成21年６月30日現在

従業員数（人） 387  (80)
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(1）生産実績 

 当第１四半期連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は主として製販価格により表示しております。なお、製販価格には消費税等を含んでおりません。 

２．当社は生産の一部を外注しております。 

３．セグメント間の取引はありません。 

(2）商品仕入実績 

 当第１四半期連結会計期間の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は主として実際商品仕入金額により表示しております。なお、実際商品仕入金額には消費税等を含んで

おりません。 

２．セグメント間の取引はありません。 

(3）製品仕入実績 

 当第１四半期連結会計期間の製品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は主として実際製品仕入金額により表示しております。なお、実際製品仕入金額には消費税等を含んで

おりません。 

２．セグメント間の取引はありません。 

(4）受注状況 

 当社グループ（当社及び連結子会社、以下同じ）は見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

事業の種類別セグメントの名称 
当第１四半期連結会計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

前年同四半期比（％）

防虫・衛生関連事業（千円）  2,466,246  116.7

家庭環境関連事業（千円）  3,842,123  91.5

合計（千円）  6,308,369  100.0

事業の種類別セグメントの名称 
当第１四半期連結会計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

前年同四半期比（％）

防虫・衛生関連事業（千円）  338,635  286.5

家庭環境関連事業（千円）  288,681  97.9

合計（千円）  627,316  151.9

事業の種類別セグメントの名称 
当第１四半期連結会計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

前年同四半期比（％）

防虫・衛生関連事業（千円）  246,585  115.9

家庭環境関連事業（千円）  1,458,807  86.1

合計（千円）  1,705,392  89.4
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(5）販売実績 

 当第１四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引はありません。 

２．前第１四半期連結会計期間及び当第１四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実

績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

３．本表の金額には、消費税等を含んでおりません。  

  

 当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。  

  

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 
当第１四半期連結会計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

前年同四半期比（％）

防虫・衛生関連事業（千円）  2,745,435  102.0

家庭環境関連事業（千円）  6,991,827  100.3

合計（千円）  9,737,262  100.8

相手先

前第１四半期連結会計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結会計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

㈱Paltac  2,638,064  27.3  2,903,353  29.8

㈱あらた  1,726,997  17.9  1,795,840  18.4

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】
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(1）業績の状況 

 当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、景気の底入れ感を背景に株価が緩やかに回復したものの、世

界的金融危機の影響により悪化した雇用情勢や個人消費の冷え込みが続き、大変厳しい状況で推移いたしました。 

 こうした状況の中、当社グループは「絞り込みと集中」、「世にない商品の開発」、「スピード経営」の３点を

基本戦略とし、主力ブランドの強化と徹底したコスト削減に取り組んでまいりました。また、“デザイン革命”を

テーマに掲げ、「商品力」で勝負できる体制の構築を図っております。この結果、当第１四半期連結会計期間の売

上高は、97億37百万円（前年同期比0.8%増）となりました。 

 利益面では、引き続き製造部門を中心として製造コストの削減に取り組みましたが、一部の原材料価格が高止ま

りしている影響が大きく、営業利益2億94百万円（同14.4%減）、経常利益2億12百万円（同17.2%減）、四半期純利

益98百万円（同21.1%減）となりました。  

  

セグメント別の業績は以下のとおりであります。 

 『防虫・衛生関連事業』の売上高は、27億45百万円（同2.0%増）となりました。 

 衣類ケア（防虫剤）部門は、防カビ効果も備えている「ネオパラエース」の売上が伸長した他、コアブランド

「ムシューダ」も堅調に推移したため、前年同期比で増収となりました。 

 ハンドケア（手袋）部門は、定番商品である薄手ゴム手袋の売上が伸長した他、消費者の衛生に対する意識の高

まりを背景に使いきりポリ手袋も堅調に推移し、前年同期比で増収となりました。 

 サーモケア（カイロ）部門は、暖冬による影響でシーズン終了後の返品が増加しました。 

 『家庭環境関連事業』の売上高は、69億91百万円（同0.3%増）となりました。 

 エアケア（消臭芳香剤）部門は、昨年発売した電池式自動消臭スプレー「自動でシュパッと消臭プラグ」が売上

に寄与した他、コアブランド「消臭力」も売上を伸ばしましたが、その他既存品の売上が低調に推移したため、前

年同期比で減収となりました。 

 湿気ケア（除湿剤）部門は、「ドライペット スキット」の売上は伸長しましたが、シートタイプの商品などの売

上が低調に推移したため、売上高は前年同期比で減収となりました。 

 ホームケア（その他）部門は、花粉症対策や新型インフルエンザに対する予防意識の高まりを背景に「ネクスケ

ア マスク」が大きく売上を伸ばした他、お米の虫よけ「米唐番」も堅調に推移したことなどにより、前年同期比

で増収となりました。 

  

 当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比較して9億54百万円減少し、266億61百万円とな

りました。主な要因は、現金及び預金の増加3億48百万円、受取手形及び売掛金の減少6億23百万円、有価証券の減

少5億99百万円、商品及び製品の減少1億72百万円、投資有価証券の増加3億21百万円、繰延税金資産の減少１億75百

万円であります。 

 負債は、前連結会計年度末と比較して11億12百万円減少し、74億74百万円となりました。主な要因は、支払手形

及び買掛金の減少1億98百万円、未払金の減少5億66百万円、未払費用の減少2億8百万円、未払法人税等の減少2億36

百万円であります。 

 純資産は、前連結会計年度末と比較して1億57百万円増加し、191億87百万円となりました。主な要因は、剰余金

の配当等による利益剰余金の減少1億47百万円、その他有価証券評価差額金の増加2億35百万円であります。以上の

結果、自己資本は187億65百万円、自己資本比率は前連結会計年度末と比較して2.9％増加し、70.4％となりまし

た。 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(2）キャッシュ・フローの状況 

 当第１四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は、前連結会計年度末と比較

して48百万円増加し、55億69百万円となりました。 

 当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は45百万円（前年同期は6億36百万円の使用）となりました。収入の主な内訳は、税

金等調整前四半期純利益2億15百万円、減価償却費1億95百万円、売上債権の減少額6億30百万円、たな卸資産の減少

額2億16百万円であり、支出の主な内訳は、仕入債務の減少額2億円、法人税等の支払額2億84百万円、未払金の減少

等を含むその他の支出6億94百万円であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果得られた資金は2億28百万円（前年同期は39百万円の使用）となりました。収入の主な内訳は、定

期預金の払戻による収入3億円であり、支出の主な内訳は、有形固定資産の取得による支出63百万円であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は2億39百万円（前年同期は2億41百万円の使用）となりました。これは、主に配当

金の支払2億40百万円によるものであります。 

  

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

(4）研究開発活動 

当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、1億44百万円であります。 

なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。  

  

(1）主要な設備の状況 

  当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画  

  当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設、除却等につ 

 いて、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあ 

 りません。 

  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

 旧商法第280条ノ20および旧商法第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

① 平成15年６月13日定時株主総会決議 

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  96,817,000

計  96,817,000

種類 
第１四半期会計期間末 
現在発行数（株） 
（平成21年６月30日） 

提出日現在発行数
（株） 

（平成21年８月14日） 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容

普通株式  29,500,000  29,500,000
東京証券取引所 

（市場第一部） 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

単元株式数 100株  

計  29,500,000  29,500,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

  
第１四半期会計期間末現在 
（平成21年６月30日） 

新株予約権の数（個）  43

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  43,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）  867

新株予約権の行使期間 
自 平成17年７月１日 

至 平成22年６月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格                   867 

資本組入額                  434 

新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部行使はできないものとする 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 
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② 平成16年６月15日定時株主総会決議 

  

③ 平成17年６月14日定時株主総会決議 

 
第１四半期会計期間末現在 
（平成21年６月30日） 

新株予約権の数（個）  98

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式  

新株予約権の目的となる株式の数（株）  98,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）  1,405

新株予約権の行使期間 
自 平成18年７月１日 

至 平成23年６月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格                  1,405 

資本組入額                  703 

新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部行使はできないものとする 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

  
第１四半期会計期間末現在 
（平成21年６月30日） 

新株予約権の数（個）  105

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  105,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）  1,628

新株予約権の行使期間 
自 平成19年７月１日 

至 平成24年６月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格                  1,628 

資本組入額                  814 

新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部行使はできないものとする 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 
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会社法第236条、第238条および第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

① 平成18年６月14日定時株主総会決議 

 （注） 当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点に

おいて残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合に

つき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新

株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅

し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新

株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または

株式移転計画において定めた場合に限るものとする。 

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。 

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、行使価額を組織再編行為の条件等を勘

案の上調整して得られる再編後払込金額に上記③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対

象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。 

⑤ 新株予約権を行使することができる期間 

新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら、新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項 

(ア）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の

端数は、これを切り上げるものとする。 

(イ）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記(ア）記載

の資本金等増加限度額から上記(ア）に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。 

⑧ 新株予約権の取得条項 

当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議

案、または当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案につき当社株主総会で

承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社の取締役会決議または代表執行役の決定がなされた

場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得することができる。 

  
第１四半期会計期間末現在 
（平成21年６月30日） 

新株予約権の数（個）  75

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  75,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）  1,727

新株予約権の行使期間 
自 平成20年７月１日 

至 平成25年６月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格                  1,727 

資本組入額                  864 

新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部行使はできないものとする 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の

承認を要する 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注） 
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② 平成19年６月15日定時株主総会決議 

 （注） 当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が分割

会社となる場合に限る。）、または株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限

る。）（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日

（吸収合併につき吸収合併の効力発生日、新設合併につき新設合併設立会社成立の日、吸収分割につき吸収分

割の効力発生日、新設分割につき新設分割設立会社の成立の日、株式交換につき株式交換の効力発生日、およ

び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。）の直前において残存する新株予約権（以下、

「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１

項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付す

ることとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行する

ものとする。ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合

併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めることを条件とする。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。 

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、行使価額を組織再編行為の条件等を勘

案の上、調整して得られる再編後払込金額に上記③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編

対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。 

⑤ 新株予約権を行使することができる期間 

新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら、新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項 

(ア）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の

端数は、これを切り上げるものとする。 

(イ）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記(ア）記載

の資本金等増加限度額から上記(ア）に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。 

  
第１四半期会計期間末現在 
（平成21年６月30日） 

新株予約権の数（個）  140

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  140,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）  1,517

新株予約権の行使期間 
自 平成21年８月１日 

至 平成26年７月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格                  1,517 

資本組入額                  759 

新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部行使はできないものとする 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の

承認を要する 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注） 
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⑧ 新株予約権の取得条項 

以下に掲げる議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社の取締役会

決議または代表執行役の決定がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権

を取得することができる。 

(ア）当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

(イ）当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議案 

(ウ）当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案 

(エ）当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要するこ

とについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

(オ）新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要する

こともしくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することにつ

いての定めを設ける定款の変更承認の議案 
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③ 平成20年６月18日定時株主総会決議 

 （注） 当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が分割

会社となる場合に限る。）、または株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限

る。）（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日

（吸収合併につき吸収合併の効力発生日、新設合併につき新設合併設立会社成立の日、吸収分割につき吸収分

割の効力発生日、新設分割につき新設分割設立会社の成立の日、株式交換につき株式交換の効力発生日、およ

び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。）の直前において残存する新株予約権（以下、

「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１

項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付す

ることとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行する

ものとする。ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合

併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めることを条件とする。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。 

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、行使価額を組織再編行為の条件等を勘

案の上、調整して得られる再編後払込金額に上記③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編

対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。 

⑤ 新株予約権を行使することができる期間 

新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら、新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項 

(ア）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の

端数は、これを切り上げるものとする。 

(イ）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記(ア）記載

の資本金等増加限度額から上記(ア）に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。 

  
第１四半期会計期間末現在 
（平成21年６月30日） 

新株予約権の数（個）  95

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  95,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）  1,264

新株予約権の行使期間 
自 平成22年８月１日 

至 平成27年７月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格                  1,264 

資本組入額                  632 

新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部行使はできないものとする 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の

承認を要する 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注） 
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⑧ 新株予約権の取得条項 

以下に掲げる議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社の取締役会

決議または代表執行役の決定がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権

を取得することができる。 

(ア）当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

(イ）当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議案 

(ウ）当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案 

(エ）当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要するこ

とについての定めを設ける定款の変更承認の議案 

(オ）新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要する

こともしくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することにつ

いての定めを設ける定款の変更承認の議案 

  

 該当事項はありません。 

  

  

 大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。 

  

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数(株) 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金
残高（千円） 

平成21年４月１日～

平成21年６月30日 
 －  29,500,000  －  7,065,500  －  7,067,815

（５）【大株主の状況】
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  当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

 記載することができないことから、直前の基準日（平成21年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

 ります。 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価につきましては、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

（６）【議決権の状況】

  平成21年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式 

 7,668,700

－ 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

 21,794,900
 217,949 同上 

単元未満株式 
普通株式 

 36,400
－ 同上 

発行済株式総数  29,500,000 － － 

総株主の議決権 －  217,949 － 

  平成21年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

（自己保有株式） 

エステー株式会社 

東京都新宿区下落合

一丁目４番10号 
 7,668,700     －  7,668,700  26.00

計 －  7,668,700     －  7,668,700  26.00

２【株価の推移】

月別 
平成21年 
４月 

５月 ６月 

最高（円）  960  955  1,009

最低（円）  878  894  943

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸

表規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四半期連結

累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から

平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21

年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,491,969 6,143,841

受取手形及び売掛金 3,878,843 4,501,995

有価証券 － 599,435

商品及び製品 3,616,927 3,789,582

仕掛品 127,092 116,418

原材料及び貯蔵品 312,218 354,847

繰延税金資産 295,975 332,286

その他 400,349 298,340

貸倒引当金 △14,759 △19,081

流動資産合計 15,108,616 16,117,666

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※1  2,174,161 ※1  2,196,328

機械装置及び運搬具（純額） ※1  836,110 ※1  882,328

工具、器具及び備品（純額） ※1  294,733 ※1  328,329

土地 3,333,239 3,319,876

リース資産（純額） ※1  20,523 ※1  17,248

建設仮勘定 19,971 21,396

有形固定資産合計 6,678,739 6,765,507

無形固定資産 453,070 472,515

投資その他の資産   

投資有価証券 2,707,436 2,385,670

長期貸付金 96,615 104,334

繰延税金資産 244,606 384,073

その他 1,381,347 1,396,498

貸倒引当金 △8,478 △9,687

投資その他の資産合計 4,421,527 4,260,890

固定資産合計 11,553,337 11,498,913

資産合計 26,661,953 27,616,579
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,818,171 4,016,609

リース債務 5,599 4,388

未払金 1,249,999 1,816,877

未払費用 272,721 481,372

未払法人税等 61,442 297,655

未払消費税等 73,371 49,301

返品調整引当金 98,900 140,000

その他 181,304 75,015

流動負債合計 5,761,511 6,881,221

固定負債   

リース債務 16,478 14,238

再評価に係る繰延税金負債 380,774 380,774

退職給付引当金 1,214,987 1,212,075

役員退職慰労引当金 99,733 95,833

その他 1,258 3,003

固定負債合計 1,713,231 1,705,925

負債合計 7,474,742 8,587,146

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,065,500 7,065,500

資本剰余金 7,067,815 7,067,815

利益剰余金 16,251,781 16,399,140

自己株式 △11,046,409 △11,056,390

株主資本合計 19,338,687 19,476,064

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 455,976 220,156

土地再評価差額金 △549,593 △549,593

為替換算調整勘定 △479,239 △506,919

評価・換算差額等合計 △572,856 △836,356

新株予約権 57,105 51,150

少数株主持分 364,274 338,574

純資産合計 19,187,211 19,029,432

負債純資産合計 26,661,953 27,616,579
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年６月30日) 

売上高 9,660,411 9,737,262

売上原価 5,292,663 5,417,163

売上総利益 4,367,747 4,320,099

返品調整引当金戻入差額 45,200 41,100

差引売上総利益 4,412,947 4,361,199

販売費及び一般管理費 ※  4,068,924 ※  4,066,803

営業利益 344,023 294,396

営業外収益   

受取利息 8,079 6,964

受取配当金 35,481 25,627

仕入割引 50,057 52,138

受取手数料 9,263 8,894

その他 29,108 30,288

営業外収益合計 131,990 123,913

営業外費用   

支払利息 2,155 8

売上割引 181,898 187,492

持分法による投資損失 27,633 7,759

その他 8,198 10,924

営業外費用合計 219,885 206,184

経常利益 256,128 212,125

特別利益   

固定資産売却益 － 7

投資有価証券売却益 256 197

貸倒引当金戻入額 1,861 3,530

特別利益合計 2,118 3,735

特別損失   

固定資産除売却損 4,842 221

特別損失合計 4,842 221

税金等調整前四半期純利益 253,403 215,639

法人税、住民税及び事業税 53,356 54,723

法人税等調整額 66,786 55,058

法人税等合計 120,143 109,782

少数株主利益 8,577 7,431

四半期純利益 124,683 98,425
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 253,403 215,639

減価償却費 189,243 195,653

固定資産除売却損益（△は益） 4,842 214

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） △256 △197

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,861 △5,530

退職給付引当金の増減額（△は減少） △11,765 1,191

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △325 3,900

返品調整引当金の増減額（△は減少） △45,200 △41,100

受取利息及び受取配当金 △43,561 △32,592

支払利息 2,155 8

為替差損益（△は益） △1,520 △2,565

持分法による投資損益（△は益） 27,633 7,759

売上債権の増減額（△は増加） 422,546 630,744

たな卸資産の増減額（△は増加） 66,940 216,112

仕入債務の増減額（△は減少） △535,232 △200,744

その他 △633,610 △694,055

小計 △306,567 294,436

利息及び配当金の受取額 48,163 35,579

利息の支払額 △2,155 △8

法人税等の支払額 △376,181 △284,845

営業活動によるキャッシュ・フロー △636,741 45,163

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △500,000 －

定期預金の払戻による収入 300,000 300,000

有価証券の売却による収入 300,000 －

有形固定資産の取得による支出 △107,699 △63,415

有形固定資産の売却による収入 － 7

投資有価証券の取得による支出 △51,681 △1,742

投資有価証券の売却による収入 40,674 385

その他 △21,056 △6,633

投資活動によるキャッシュ・フロー △39,762 228,601

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △986 △110

自己株式の売却による収入 3,345 4,452

配当金の支払額 △239,947 △240,143

少数株主への配当金の支払額 △3,477 △1,896

その他 － △1,394

財務活動によるキャッシュ・フロー △241,066 △239,093

現金及び現金同等物に係る換算差額 △34,418 13,982

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △951,990 48,653

現金及び現金同等物の期首残高 5,184,749 5,520,468

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  4,232,759 ※  5,569,122
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

  
  

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、13,296,835千円で

あります。 

有形固定資産の減価償却累計額は、13,116,643千円で

あります。 

２ 受取手形（輸出手形）割引高は、72,291千円でありま

す。 

受取手形（輸出手形）割引高は、91,024千円でありま

す。 

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目と金額は次の 

 とおりであります。 

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目と金額は次の 

 とおりであります。 

運送費及び保管費 367,784千円

拡販費 907,805千円

広告宣伝費 770,741千円

給料 443,836千円

退職給付費用 57,583千円

役員退職慰労引当金繰入額 3,700千円

運送費及び保管費 364,745千円

拡販費 951,020千円

広告宣伝費 933,970千円

給料 440,061千円

退職給付費用 53,030千円

役員退職慰労引当金繰入額 3,900千円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

  (平成20年６月30日現在)   (平成21年６月30日現在)

  

現金及び預金勘定 5,255,693千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預

金 
△1,022,934千円

現金及び現金同等物 4,232,759千円

現金及び預金勘定 6,491,969千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預

金 
△922,847千円

現金及び現金同等物 5,569,122千円
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当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至

平成21年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

  

３．新株予約権等に関する事項 

 ストック・オプションとしての新株予約権 

  新株予約権の四半期連結会計期間末残高     親会社 千円 

  上記ストック・オプションとしての新株予約権のうち、平成19年新株予約権及び平成20年新株予約権は、

  権利行使期間の初日が到来しておりません。 

  

４．配当に関する事項 

      配当金支払額 

（株主資本等関係）

普通株式 29,500千株

普通株式 7,661千株

57,105

  （決議） 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年５月20日 

取締役会決議 
普通株式  240,143  11 平成21年３月31日 平成21年６月４日 利益剰余金
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前第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

（注）１．事業区分の方法  

     事業は、製品の種類及び販売市場等の類似性を考慮して、区分しております。 

   ２．各事業区分の主要製品 

   ３．会計処理の方法の変更 

前第１四半期連結累計期間 

（棚卸資産の評価に関する会計基準）  

当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５

日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて営業利益が、防虫・衛生関連事

業で8,803千円、家庭環境関連事業で50,866千円それぞれ減少しております。  

     

前第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期

間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 所在地別セグメント情報は、全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているた

め、その記載を省略しております。 

  

前第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期

間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。 

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

  
防虫・衛生関
連事業 

（千円） 

家庭環境関連
事業（千円） 

計（千円）
消去又は全社 
（千円） 

連結（千円）

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  2,691,350  6,969,060  9,660,411  －  9,660,411

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 －  －  －  －  －

計  2,691,350  6,969,060  9,660,411  －  9,660,411

営業利益  179,444  164,579  344,023  －  344,023

  
防虫・衛生関
連事業 

（千円） 

家庭環境関連
事業（千円） 

計（千円）
消去又は全社 
（千円） 

連結（千円）

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  2,745,435  6,991,827  9,737,262  －  9,737,262

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 －  －  －  －  －

計  2,745,435  6,991,827  9,737,262  －  9,737,262

営業利益  233,394  61,002  294,396  －  294,396

事業区分 主要製品 

防虫・衛生関連事業 防虫剤、手袋、カイロ 

家庭環境関連事業 消臭芳香剤、除湿剤、その他 

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】
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当第１四半期連結会計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

１．ストック・オプションに係る当第１四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名 

 販売費及び一般管理費   5,954千円 
  

２．当第１四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

 該当事項はありません。 

  

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。 

   

 該当事項はありません。 

  

   平成21年５月20日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。 

   （イ）配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・ 千円 

   （ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・ 円00銭 

 （ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・平成21年６月４日 

  （注） 平成21年３月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払を行っており

ます。 

（ストック・オプション等関係）

（１株当たり情報）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成21年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額 859.32円 １株当たり純資産額 853.81円

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 5.72円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
5.71円

１株当たり四半期純利益金額 4.51円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
4.51円

  
前第１四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額            

四半期純利益（千円）  124,683  98,425

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  124,683  98,425

期中平均株式数（千株）  21,814  21,834

             

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額            

四半期純利益調整額（千円）  －  －

普通株式増加数（千株）  25  4

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

平成16年６月15日定時株主総

会決議による新株予約権（普

通株式105千株）。 

なお、概要は「第４提出会社

の状況、１株式等の状況、

（2）新株予約権等の状況」に

記載のとおりであります。 

  ──────────  

（重要な後発事象）

２【その他】

240,143

11
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成20年８月８日

エステー株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 小林 雅和  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 太田 荘一  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 植村 文雄  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているエステー株式会

社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成

20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、エステー株式会社及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

しております。 

    ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年８月７日

エステー株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 小林 雅和  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 太田 荘一  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 植村 文雄  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているエステー株式会

社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成

21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、エステー株式会社及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

しております。 

    ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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